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Abstract：
The purpose of this report is to identify changes of farmers’ awareness following the establishing the farmers’ market 
directly operated by JA, using the results of the survey on producers’ attitude at the JA Izumino Aisai-Land in Kishiwada 
city of Osaka prefecture.
It was found that 1） establishing a farmers’ market not only provides full-time farmers a market for surplus and imperfect 
produce but also promotes small-scale farming by aged part-time farmers and the people who return to or enter 
farming after retirement; 2） a majority of the producers surveyed do not regard farmers’ market as a place for urban-
rural interaction but simply as one product destination; and 3） the potential role of the farmers’ market as a place for 
encouraging mutual understanding between farmers and consumers has not yet been recognized by producers, and it is 











である。「30 歳未満」6 名（2.0％）、「30 歳代」16 名（5.3％）、
「40 歳代」22 名（7.2％）、「50 歳代」51 名（16.8％）、「60
歳代」130 名（42.8％）、「70 歳以上」79 名（26.0％）である。




歳代」3 名（1.8％）、「40 歳代」6 名（3.5％）、「50 歳代」


























円未満」49 名（38.5%）、「50 万円～ 99 万円」27 名（21.2%）、































30 歳未満 6（100.0％） 0（－） 0（－）
30 歳代 10（62.5％） 6（37.5％） 0（－）
40 歳代 6（27.3％） 9（40.9％） 7（31.8％）
50 歳代 18（35.3％） 20（39.2％） 13（25.5％）
60 歳代 44（33.8％） 38（29.2％） 48（36.9％）













万円」7 名（5.5%）、「300 万円～ 399 万円」6 名（4.7%）、「400












「50 万円～ 99 万円」27 名（60.0%）、「100 万円～ 199 万
円」26 名（46.8%）、「200 万円～ 299 万円」7 名（50.6%）、
「300 万円～ 399 万円」6 名（39.8%）、「400 万円～ 499


































表 6　 年間販売額 （n=127）　  （単位：名）
50 万円未満 49（38.5％）
50 万円～ 99 万円 27（21.2％）
100 万円～ 199 万円 26（20.4％）
200 万円～ 299 万円 7（5.5％）
300 万円～ 399 万円 6（4.7％）




図 1 　年間販売額別『愛彩ランド』出荷割合（平均） （n=127）











































































































































図 6 　『愛彩ランド』の魅力 （複数回答） （単位：名）
出所：表 1に同じ。
図 7　　『愛彩ランド』への要望 （複数回答） （単位：名）
出所：表 1に同じ。







































約半数が 50 歳代、また約 2 割が 40 歳代と比較的若い年齢
の生産者が大半を占めていることが注目される。













栽培品目（n=141） 28（19.9％） 107（75.9％） 　6（4.2％）
労働力（n=141） 　12（8.5％） 　121（85.8％） 8（5.7％）
耕作面積（n=142） 　12（8.5％） 　118（83.1％） 　12（8.5％）
出所：表 1に同じ。
表 11 　今後の経営における意向 （単位：名）
出所：表 1に同じ。












1 1 4 16 4
（33.30%） （16.70% （16.00%） （18.20%） （4.50%）
情報（新規作物・市
場）の提供
2 1 11 39 13
（66.70%） （16.70% （44.00%） （44.30%） （14.80%）
営農・技術指導の強化 
1 3 10 43 18
（33.30%） （50.00% （40.00%） （48.90%） （20.50%）
積極的な広報活動
3 2 8 28 13
（100%） （33.30% （32.00%） （31.80%） （14.80%）
次世代の担い手の育成
0 2 7 13 7
（－） （33.30% （28.00%） （14.8％） （14.60%）
特になし
0 0 1 3 5
（－） （－） （4.00%） （3.40%） （5.70%）
その他
1 0 1 10 0
（33.30%） （－） （4.00%） （11.40%） （－）
出所：表 1に同じ。
表 12　 農協に対する要望 （年代クロス集計）





































　＜A 農家＞経営主の年齢は65 歳。家族数 5 人、うち農







　＜B 農家＞経営主の年齢は37 歳。家族数 5 人、うち農






　＜C 農家＞経営主の年齢は55 歳。家族数 6 人、うち農











　＜D 農家＞経営主の年齢は63 歳。家族数 3 人、うち農







　＜E 農家＞経営主の年齢は45 歳。家族数 6 人、うち農







観光農園・体験農園 4（7.1％） 8（14.2％） 44（78.6％） 56（100％）＜32.2％＞
貸農園 7（15.9％） 4（9.0％） 33（75.0％） 44（100％）＜25.3％＞
ワーキングホリデー 4（14.8％） 3（11.1％） 20（74.0％） 27（100％）＜15.5％＞
農家民泊 3（11.5％） 2（7.6％） 21（80.7％） 26（100％）＜14.9％＞
農家レストラン 2（6.0％） 1（3.0％） 30（90.9％） 33（100％）＜19.0％＞
出所：表 1に同じ。
表 13　 都市農村交流の取組別にみた生産者の関心　 （単位：名）








　＜F 農家＞経営主の年齢は56 歳。家族数 6 人、うち農







　＜G 農家＞経営主の年齢は51 歳。家族数 6 人、うち農








　＜H 農家＞経営主の年齢は42 歳。家族数 7 人、うち農





　＜ I 農家＞経営主の年齢は64 歳。家族数 5 人、うち農業
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